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平成 15 年 3 月期   個別財務諸表の概要           平成 15 年 5 月 22 日 

 
上 場 会 社 名         西部瓦斯株式会社                      上場取引所  東 大 福 
コ ー ド 番 号           9536                                      本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.saibugas.co.jp/）                      福岡県 
代  表  者 役職名 取締役社長      氏名 平山 良明 
問合せ先責任者 役職名 取締役総務広報部長  氏名 竹野 純一  ＴＥＬ(092)633－2239 
決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 22 日     中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 27 日     単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                              (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

   100,870    △0.1 
100,927  △1.9 

4,622    △7.4 
4,990   10.9 

3,320      4.9 
3,166    △2.0 

  
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

2,163      7.0 
2,021     11.0 

5.69 
5.44 

5.48 
5.18 

4.2 
3.7 

1.7 
1.6 

3.3 
3.1 

(注) ①期中平均株式数 15 年 3 月期 371,791,920 株    14 年 3 月期 371,867,509 株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 配当性向 株主資本 

配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

5.00 
5.00 

2.50 
2.50 

2.50 
2.50 

1,858 
1,859 

87.9 
92.0 

3.6 
3.5 

 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

195,296     
196,001     

51,796     
52,418     

26.5  
26.7  

139.21  
140.97  

(注) ①期末発行済株式数   15 年 3 月期  371,714,353 株    14 年 3 月期  371,852,131 株 
     ②期末自己株式数     15 年 3 月期      161,323 株    14 年 3 月期     23,545 株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

47,000 
105,000 

△1,300 
2,500 

△800 
1,500 

2.50  
――― 

――― 
2.50  

――― 
5.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  3 円 90 銭 
 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因

に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大き
く異なる結果となる可能性があります。 
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経営成績経営成績経営成績経営成績    

    
(1)営業の状況 
①お客さま戸数 
住宅着工件数の低迷に加え、エネルギー間競合が熾烈さを極めるなか、当期中に 23 件の区域

拡張を行うなど、新規お客さまの獲得に鋭意努力いたしました結果、お客さま戸数は 6,395 戸
増加し、前期末に対し 0.6％増の 1,120,981 戸となりました。 
一方、天然ガスへの転換につきましては、最終計画地であります長崎地区の転換作業を本年

３月から開始いたしました。期末現在では総戸数の約 88％にあたる 99 万戸のお客さまに天然
ガスをお使いいただいております。 
 
（お客さま戸数） 
 （単位  戸） 

当 期 
（15.３.31 現在） 

前 期 
（14.３.31 現在） 

増 減 
率 
％ 

1,120,981 1,114,586 6,395 0.6 

 
② ガス販売 
ガス販売量は、前期に対し 7.9％増の 604,514 千 となりました。  
このうち、家庭用ガス販売量につきましては、新規お客さまの獲得や暖冷房機器をはじめと

するガス機器の販売に鋭意努力いたしました結果、前期に対し 1.2％増の 277,059 千 となり

ました。 
また、業務用ガス販売量につきましては、エネルギー市場全体における競争が一段と厳しく

なるなかで、懸命な需要拡大に努めました結果、空調用などの増加により、前期に対し 8.7％
増の 308,467 千 となりました。  
さらに、他のガス事業者への卸供給につきましても、新たな卸供給の開始により、前期に対

し大幅に増加し 18,988 千 となりました。  
以上のようにガス販売量は増加いたしましたものの、ガス売上高は、原料費調整制度に基づ

く料金単価の下方調整を行なったことの影響などにより、前期に対し 1.2％増の 85,490 百万円
となりました。 
 
（ガ ス 販 売 量） 
 （単位  千 ）  

項 目 当 期 
（14．４～15．３） 

前 期 
（13．４～14．３） 増 減 率 

％ 

家 庭 用 277,059 273,656 3,403 1.2 

そ の 他 用 327,455 286,745 40,710 14.2 

計 604,514 560,401 44,113 7.9 

 
③ 受注工事 
受注工事につきましては、住宅着工件数の低迷による新設戸数の減少の影響などにより、受

注工事売上高は、前期に対し 16.5％減の 4,208 百万円となりました。 
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④ ガス機器 
ガス機器につきましては、暖冷房機器の主力である床暖房機器は好調でありましたものの、

新設戸数減少の影響で、給湯機器の販売が前年度実績を下回ったことなどにより、ガス機器売
上高は、前期に対し 4.7％減の 8,721 百万円となりました。 
 
⑤ 附帯事業 
附帯事業収益につきましては、他のガス事業者への液化天然ガス販売が増加したことなどに

より、前期に対し 8.5％増の 2,444 百万円となりました。 
 
 

(2)収支の状況 
以上のような業容の結果、収入につきましては、ガス売上高 85,490 百万円に、営業雑収益

12,934 百万円と附帯事業収益 2,444 百万円を加えた総売上高は、100,870 百万円となり、さら
に営業外収益を加算した総収入は、前期に対し 42 百万円増の 101,751 百万円となりました。 
一方、支出につきましては、ガス販売量の増加等に伴う原材料費の増加はありましたものの、

経営全般に亘り一層の合理化・効率化を図り、諸経費の節減に鋭意努めました結果、総費用は
前期に対し 112 百万円減の 98,430 百万円となりました。 
以上の結果、経常利益は 3,320 百万円となり、これに特別利益及び特別損失を加減し、法人

税等を控除した後の当期純利益は、2,163 百万円となりました。 

 

 
(3)次期の見通し 

ガス販売量は、新規需要家の獲得及び暖冷房機器をはじめとするガス機器の普及・拡大に努
めることに加え、業務用及びガス事業者への卸供給の拡大が見込めること等により前期比
5.5％増の 637,522 千 となる見通しであり、売上高は前期比 4.1％増の 105,000 百万円とな
る見通しであります。 
一方、支出につきましては、さらなる削減に努めていきますものの、ガス販売量の増加に

より原材料費が増加することに加え、本年３月に稼動開始した長崎新工場の減価償却費が増
加すること等により、経常利益は 2,500 百万円、当期純利益は 1,500 百万円となる見通しで
あります。 

 
 （単位  百万円）  

項   目 １５年度計画 １４年度実績 増   減 率(％) 

売 上 高 105,000 100,870 4,130 4.1 

営 業 利 益 3,900 4,622 △ 722 △ 15.6 

経 常 利 益 2,500 3,320 △ 820 △ 24.7 

当期純利益 1,500 2,163 △ 663 △ 30.7 

 
 
  

(4)設備投資の状況 
      （単位  億円）  

項   目 １５年度計画 １４年度実績 

設備投資額 132 203 

 



貸　借　対　照　表
（単位  百万円）

科            目 当　　　期
(15.３.31現在)

前　　　期
(14.３.31現在) 増      減

177,256  175,122  2,134  
148,761  145,401  3,360  

製 造 設 備 42,312  34,130  8,182  
供 給 設 備 84,087  82,683  1,404  
業 務 設 備 7,692  8,666  △      974  
附 帯 事 業 設 備 5,165  5,514  △      349  
建 設 仮 勘 定 9,503  14,406  △    4,903  

179  213  △       34  
28,315  29,507  △    1,192  

投 資 有 価 証 券 15,731  16,071  △      340  
関 係 会 社 投 資 8,263  8,745  △      482  
長 期 貸 付 金 1,190  1,264  △       74  
社 内 長 期 貸 付 金 928  1,080  △      152  
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 209  261  △       52  
長 期 前 払 費 用 336  277  59  
そ の 他 投 資 2,002  2,180  △      178  
貸 倒 引 当 金 △      346  △      374  28  

18,040  20,879  △    2,839  
現 金 及 び 預 金 3,369  3,401  △       32  
受 取 手 形 773  524  249  
関 係 会 社 受 取 手 形 1,117  1,912  △      795  
売 掛 金 6,782  6,091  691  
関 係 会 社 売 掛 金 1,086  1,641  △      555  
未 収 入 金 687  769  △       82  
製 品 81  86  △        5  
原 料 1,066  1,246  △      180  
貯 蔵 品 1,084  998  86  
前 払 金 -  1,577  △    1,577  
前 払 費 用 5  6  △        1  
関 係 会 社 短 期 債 権 94  155  △       61  
繰 延 税 金 資 産 946  859  87  
そ の 他 流 動 資 産 1,057  1,740  △      683  
貸 倒 引 当 金 △      111  △      130  19  

195,296  196,001  △      705  

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
投 資 等
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（単位  百万円）

科            目 当　　　期
(15.３.31現在)

前　　　期
(14.３.31現在) 増      減

106,549  91,873  14,676  
社 債 60,000  60,000  0  
長 期 借 入 金 43,782  28,645  15,137  
繰 延 税 金 負 債 2,005  2,549  △      544  
退 職 給 付 引 当 金 149  144  5  
ガ ス ホ ル ダ ー修 繕引 当金 593  517  76  
そ の 他 固 定 負 債 17  15  2  

36,951  51,709  △   14,758  
１年以内に期限到来の固定負債 9,997  23,279  △   13,282  
買 掛 金 2,819  2,842  △       23  
短 期 借 入 金 6,300  3,800  2,500  
未 払 金 3,017  2,940  77  
未 払 費 用 3,504  3,434  70  
未 払 法 人 税 等 1,894  2,337  △      443  
前 受 金 2,496  1,410  1,086  
預 り 金 509  581  △       72  
関 係 会 社 短 期 債 務 3,162  2,462  700  
コマーシャル・ペーパー 3,200  8,400  △    5,200  
そ の 他 流 動 負 債 49  220  △      171  

143,500  143,582  △       82  

20,629  20,629  0  
資 本 金 20,629  20,629  0  

5,695  5,695  0  
資 本 準 備 金 5,695  5,695  0  

23,095  22,839  256  
利 益 準 備 金 4,396  4,396  0  
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 2,892  3,189  △      297  
熱 量 変 更 準 備 積 立 金 6,900  6,900  0  
別 途 積 立 金 4,500  4,500  0  
当 期 未 処 分 利 益 4,405  3,853  552  
（ う ち 当 期 純 利 益 ） (         2,163) (         2,021) (           142) 

2,405  3,257  △      852  
その他有価証券評価差額金 2,405  3,257  △      852  

△        30  △        4  △       26  
自 己 株 式 △        30  △        4  △       26  

51,796  52,418  △      622  
195,296  196,001  △      705  

（注）ガス事業会計規則の改正に伴い、前期の資本の部の一部を改正後の表示区分に組替えております。

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 合 計

資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 式 等 評 価 差 額 金

自 己 株 式
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損　益　計　算　書
（単位  百万円）

科            目 当　　　期
(14.４～15.３)

前　　　期
(13.４～14.３) 増     減

85,490  84,484  1,006  
ガ ス 売 上 85,490  84,457  1,033  
副 産 物 売 上 -  27  △       27  

30,585  27,483  3,102  
(        54,904) (        57,001) (    △    2,097) 

39,620  42,175  △    2,555  
11,055  10,414  641  

(         4,228) (         4,411) (    △      183) 
12,934  14,190  △    1,256  

受 注 工 事 収 益 4,208  5,037  △      829  
器 具 販 売 収 益 8,721  9,149  △      428  
そ の 他 営 業 雑 収 益 5  3  2  

12,680  13,741  △    1,061  
受 注 工 事 費 用 4,131  4,743  △      612  
器 具 販 売 費 用 8,549  8,998  △      449  

2,444  2,252  192  
2,305  2,121  184  

(         4,622) (         4,990) (    △      368) 
881  781  100  

受 取 利 息 59  71  △       12  
受 取 配 当 金 219  191  28  
雑 賃 貸 料 173  177  △        4  
雑 収 入 428  339  89  

2,183  2,605  △      422  
支 払 利 息 611  628  △       17  
社 債 利 息 1,382  1,487  △      105  
社 債 発 行 費 償 却 -  62  △       62  
雑 支 出 190  427  △      237  

(         3,320) (         3,166) (           154) 
768  791  △       23  

固 定 資 産 売 却 益 768  5  763  
投資有価証券売却益 -  786  △      786  

497  652  △      155  
固 定 資 産 圧 縮 損 -  5  △        5  
投資有価証券評価損 497  326  171  
投資有価証券売却損 -  320  △      320  

(         3,591) (         3,305) (           286) 
1,575  1,741  △      166  

△      147  △      456  309  
2,163  2,021  142  
3,171  2,761  410  
929  929  0  

4,405  3,853  552  

経
　
　
 
 
常
　
　
 
 
損
　
 
　
 
益
 
　
　
　
の
 
 
　
　
部

営
　
　
　
業
　
　
　
損
　
　
　
益

製 品 売 上

売 上 原 価
（ 売 上 総 利 益 ）
供 給 販 売 費
一 般 管 理 費
（ 事 業 利 益 ）
営 業 雑 収 益

営 業 雑 費 用

附 帯 事 業 収 益
附 帯 事 業 費 用
（ 営 業 利 益 ）

営
 
業
 
外
 
損
 
益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

( 経 常 利 益 ）
特 別 利 益

特 別 損 失

(税引前当期純利益 )

中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

特
別
損
益
の
部
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   １．重要な会計方針 
（１）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 
 佐世保工場及び福岡県北部パイプラインについては定額法、その他の資産については定率
法によっております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 
 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法
を採用しております。 
②無形固定資産 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。 

（２）有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その
他有価証券のうち、時価のあるものについては決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないも
のについては移動平均法による原価法によっております。 

（３）デリバティブの評価は、時価法によっております。 
（４）たな卸資産（製品・原料・貯蔵品）の評価は、移動平均法による原価法によっております。 
（５）繰延資産の処理方法については、天然ガス転換に係る開発費を、支出時に全額費用処理して

おります。 
（６）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
期末現在に有する売掛金等の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。 
②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 
退職給付信託（5,014 百万円）設定後の会計基準変更時差異（1,870 百万円）については、

３年による按分額を費用処理しております。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10 年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。 
③ガスホルダー修繕引当金 
球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回の修繕見積額
を次回修繕までの期間に配分して計上しております。 

（７）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（８）ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理に
よっております。 
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②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ⅰ)ヘッジ手段‥‥為替予約 
ヘッジ対象‥‥外貨建金銭債務（原料購入代金） 

ⅱ)ヘッジ手段‥‥原油価格に関するスワップ 
ヘッジ対象‥‥原料購入代金 

ⅲ)ヘッジ手段‥‥金利スワップ 
ヘッジ対象‥‥借入金 

③ヘッジ方針 
当社の内部規程に基づき、為替変動リスク、原油価格変動リスク及び金利変動リスクを

ヘッジしております。なお、実需に関係のないデリバティブ取引は行っておりません。 
④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより行っております。ただし、振
当処理の要件を満たしている為替予約及び特例処理の要件を満たしている金利スワップに
ついては、有効性の評価を省略しております。 

（９）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

   ２．会計処理の変更 
（１）当期から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当期の損益に与える影響はありません。なお、ガス事業会
計規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後のガス事業会
計規則により作成しております。 

（２）当期から｢１株当たり当期純利益に関する会計基準｣（企業会計基準第２号）及び｢１株当
たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第４号）を適用して
おります。なお、当期において従来と同様の方法によった場合の１株当たり情報について
は以下のとおりであります。 

            １株当たり純資産額                   139 円 34 銭 
            １株当たり当期純利益                   5 円 82 銭 
            潜在株式調整後１株当たり当期純利益      5 円 60 銭 
 
   ３．追加情報 

前期まで製品売上の副産物売上に計上していた冷熱取引に係る収益については、当期より営
業外収益の雑収入に含めて表示しております。 

 
   ４．有形固定資産の減価償却累計額    （当  期）      （前  期） 

                    264,578 百万円    252,462 百万円 
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利 益 処 分 案 
（単位  百万円） 

科 目 
当      期      

(14.４～15.３) 
前      期      

(13.４～14.３) 
増     減 

当 期 未 処 分 利 益 4,405 3,853        552 

固定資産圧縮積立金取崩し 264 296 △        32 

熱量変更準備積立金取崩し 6,900 - 6,900 

合 計 11,570 4,150      7,420 

これを次のとおり処分いたします。    

配 当 金 
（１株につき２円50銭） 

929 
（１株につき２円50銭） 

929 
0 

取 締 役 賞 与 金 49 49 0 

別 途 積 立 金 4,900 - 4,900 

次 期 繰 越 利 益 5,692 3,171 2,521 

 



平成１５年５月２２日 

 
役 員 の 異 動 

西部ガス株式会社  
（ ）内は現役職  

 
 
１.代表者の異動 

  代 表 取 締 役 会 長（代表取締役社長）  平 山 良 明  
  代 表 取 締 役 社 長（代表取締役副社長）  小 川 弘 毅  
  代表取締役副社長（専務取締役）  長谷川 昭 夫  
  代表取締役副社長（専務取締役）  遠 藤 恭 介  

(注)代表取締役会長 田尻 英幹 は、取締役相談役に就任する予定であります。 

 
２.役位の異動 

  専務取締役（常務取締役）  有 吉 征一郎  
  専務取締役（常務取締役）  白 石 昭 典  
  常務取締役（取 締 役）  由 良 範   
  常務取締役（取 締 役）  安 井 浩 一  
 

３.退任予定取締役  
  常務取締役  曽我部 捷 洋  
 
４.新任監査役候補 

  監 査 役（理事  原料資材部長）  船 越 善 文  
  監 査 役（西部ガス興商㈱監査役）  小 森 孝 男  
  （注）候補者小森孝男氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」  

第１８条第１項に定める社外監査役の候補者であります。 
 
５.退任予定監査役 

  常勤監査役  古 川   毅  
  監 査 役  吉 田   勝  
 

（平成１５年６月２７日付予定）
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平成１５年５月２２日 

 

役    員 
 

代 表 取 締 役 会 長 平 山 良 明  

代 表 取 締 役 社 長 小 川 弘 毅  

代表取締役副社長 長谷川 昭 夫  

代表取締役副社長 遠 藤 恭 介  

専 務 取 締 役 有 田 紘 義  

専 務 取 締 役 有 吉 征一郎  

専 務 取 締 役 白 石 昭 典  

常 務 取 締 役 新 井 正 人  

常 務 取 締 役 由 良 範  

常 務 取 締 役 安 井 浩 一  

取 締 役 相 談 役 田 尻 英 幹  

取 締 役 岩 本   博  

取 締 役 小 洞 秀 幸  

取 締 役 田 中 優 次  

取 締 役 竹 野 純 一  

常 勤 監 査 役 樋 口 皎 治  

常 勤 監 査 役 船 越 善 文  

監 査 役 佐 田 吉之助  

監 査 役 小 森 孝 男  

 

（平成１５年６月２７日付予定） 
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